
令和３年１０月尼崎市公文書管理制度審議会答申から抜粋 

 

〔現用文書の保存期間について〕 

現用文書の保存期間については、国においては、最長で 30年であり、30年を超えて現用

文書として管理する必要がある場合は、延長する制度が用意されている。 

一方、尼崎市においては、永年保存（10年を超えて保存）の現用文書が多数あるが、現用

文書として無期限で保存することは、管理が不明瞭な状態となる可能性がある。 

所管課が、保存期間満了前のできる限り早い時期に、保存期間が満了したときの措置とし

て、歴史的公文書として移管するか、又は廃棄するかを決定することにより適正な管理が実

現できることから、現用文書の永年保存の制度を廃止し、国に準じて有期限の制度を導入す

る必要がある。 
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